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本文中の「近畿圏」「首都圏」「中部圏」は、特にことわりのない限り、次の区域を示す。 

近畿圏：福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 

中部圏：富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県 

 

特にことわりのない限り、図表中の「S」は昭和を、「H」は平成を、「R」は令和を示す。 

本資料に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではない。 

本資料は、令和２年度の実績を基に、公表時点で得られている令和２年度以降や過年度の 

内容を含めて作成している。 

 

 

  

この文書は、近畿圏整備法（昭和 38 年法律第 129 号）第 17 条第 3 項

の規定に基づき、前年度における近畿圏整備計画の実施に関する状況

について公表を行うものである。 
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Ⅰ 近 畿 圏 整 備 計 画 の 概 要  
 

近畿圏整備計画（第６次）は、首都圏と並ぶ我が国の経済、文化等の中心としてふ

さわしい近畿圏の建設とその秩序ある発展を目的とする近畿圏整備法（昭和 38 年法

律第 129 号）に基づき、平成 28 年３月に策定された。 

この計画の対象区域は、福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良

県及び和歌山県であり、計画の期間は、おおむね 10 箇年間（ただし、施設の整備計

画に係る部分はおおむね５箇年間）である。 

 また、この計画は長期的かつ総合的な視点から今後の近畿圏整備の方向を示すもの

であり、民間の諸活動に対しては誘導的役割を果たし、関係行政機関及び関係地方公

共団体に対しては、近畿圏の整備に関する諸計画及び諸施策の指針となるものである。 
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【近畿圏整備法における政策区域】 
近畿圏整備法においては、近畿圏の建設とその秩序ある発展を図るため、「既成都市

区域」、「近郊整備区域」、「都市開発区域」、「近郊緑地保全区域」「保全区域」といった

政策区域を定めている（図表 1-1）。 

近畿圏は、北は日本海、南は太平洋に面し、豊かな自然に恵まれ、日本有数の多雨

地帯である大台ヶ原、我が国最大の湖である琵琶湖を有している。また、京阪神都市

圏等の比較的狭い地域に都市・交通・産業が高密度に集積する一方、日本海側や紀伊

半島などに過疎地等を含む地域も抱えている。 

また、近畿圏の特徴としては、歴史が深く息づき、個性的で多様な地域を有してい

ることや産業等の諸機能の集積が進んでいること、我が国を牽引する最先端の技術力

を有すること、アジアとのつながりが深いこと、人と自然のつながりが深いことが挙

げられる。 

 

 

 

図表 1-1 近畿圏の政策区域 
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【近畿圏の人口】 
 全国の約 18％を占める近畿圏の人口は、既に減少に転じ、令和２年も減少傾向が続

き、今後も減少が続くと見込まれる。また、生産年齢人口についても平成７年をピー

クに減少が続いており、将来的にも同様の傾向が予想される。一方、65 歳以上の高齢

者人口の割合は増加傾向であり、2045 年には近畿圏の総人口のうち、38％を占めると

見込まれる（図表 1-2）。 

 

 

  
注１：実績値は、年齢等不詳分をあん分した人口 
注２：推計値は出生中位・死亡中位 
注３：生産年齢人口とは生産活動の中心となる 15 歳～64 歳の人口を指す。 

資料：「人口推計」（総務省）、「国勢調査」（総務省）、「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年３月推計）」（国立社会保障・人口
問題研究所）を基に国土交通省都市局作成 
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図表 1-2 近畿圏の人口推移 
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Ⅱ 令 和 ２ 年 度 に お け る 計 画 の 実 施 状 況 

 

近畿圏整備計画において近畿圏が目標とする５つの将来像ごとに、計画の実施状況

を概観する。 

 

１．アジアのゲートウェイを担い、我が国の成長エンジンとなる圏域 

 

（目指す姿） 

 ○アジアを中心に世界との活発な経済的・人的交流を通じ、我が国の経済の中核と

して成長し、スーパー・メガリージョンの一翼を担う圏域。 

○大学、民間企業や国立研究開発法人等の研究機関、関西文化学術研究都市等の研

究開発拠点及び知の交流拠点の連携を進め、バランスのとれた第２次産業の蓄積

をいかし、我が国の成長を牽引する次世代産業が健康・医療産業等の分野で次々

と生まれる圏域。 

○グローバルニッチ企業や新たなビジネスモデルを展開する企業が生まれ、成長し

ていく圏域。 

○世界の人々を惹きつける長い歴史・伝統文化を強みとした観光誘客により我が国

の成長を牽引する圏域。 

○次世代につながる産業を生み出し、東京との対峙ではなく世界を見据え、我が国

のなかでもチャレンジングである成長エンジン圏域。 

○西日本の圏域と連携し、日本海・太平洋の２面活用による利点もいかしながら、

アジアを中心とした世界のゲートウェイとしての地位を築く圏域。 

 

（経済・貿易等に関する状況） 

  近畿圏の経済を俯瞰すると、平成 30 年度の近畿圏のＧＤＰは 98 兆円、全国のＧ

ＤＰに対する近畿圏のシェアは 17.3％であり、我が国の経済において重要な位置

を占めている（図表 2-1-1）。 

海外からの参入に着目すると、国際的な企業立地では、近畿圏に本社を置く外資

系企業数は 230 社前後で推移している（図表 2-1-2）。国際的な人的交流の状況で

は、近畿圏の大学等で学ぶ外国人留学生の数は近年増加傾向にあったが、令和２年

度は新型コロナウイルス感染症（以下「新型感染症」という。）等の影響により、5.4

万人に減少した。また、近畿圏に本社を置く企業に就職する外国人留学生の数は平

成 28 年の約 3,144 人から令和２年の約 5,213 人に増加している（図表 2-1-3）。 

近年の近畿圏の貿易額は、30 兆円前後で推移しており、このうちアジア向けのシ

ェアは６割以上であり、成長著しいアジアとのつながりが深い（図表 2-1-4）。 

海上物流の状況を見ると、近畿圏の海上出入貨物量は４億トン以上で推移してお

り、全国に占める割合は 17％程度になっている（図表 2-1-5）。 

このほか、道路、鉄道、空港、港湾では、高規格幹線道路や北陸新幹線、国際戦

略港湾等において、国内外のネットワークの構築や機能強化が進められており（資

料編参照）、上記のような経済活動や人的交流を支えている。  
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資料：「外資系企業総覧」（株式会社東洋経済新報社）を基に国土交通省都市局作成 
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図表 2-1-1 県内総生産（名目）とシェア 

資料：「県民経済計算」（内閣府）を基に国土交通省都市局作成 
 

 

図表 2-1-2 近畿圏の外資系企業の本社所在数の推移 

注：ここでいう「留学生」とは、「出入国管理及び難民認定法」 
別表第１に定める「留学」の在留資格により、我が国の大 
学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校 

（専門課程）、我が国の大学に入学するための準備教育課程を 
設置する教育施設及び日本語教育機関において教育を受け 
る外国人学生をいう。 

資料：「外国人留学生在籍状況調査」（（独）日本学生支援機構）
を基に国土交通省都市局作成 

 

図表 2-1-3 外国人留学生数と外国人留学生の日本企業等への就職状況の推移 

資料：「留学生の日本企業等への就職状況について」

（法務省）を基に国土交通省都市局作成 
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（学術・研究等に関する状況） 

 近畿圏では、産学官の連携による「知的対流拠点」の形成が進められており、２

府５県における一定規模・分野に属する研究所の累計立地件数は令和２年までに

151 件であり、全国（921 件）の約 16％を占めるなど、研究機関等の集積が進めら

れている(図表 2-1-6)。 

関西文化学術研究都市では、関係省庁、地方公共団体、経済界等が連携を取り、

文化・学術・研究の拠点形成が推進されるとともに、関東の筑波研究学園都市との

ナレッジ・リンク1についても検討されている。関西文化学術研究都市の文化学術研

究施設数は増加傾向にあり、令和２年度までに累計で 153 施設が立地している（図

表 2-1-7）。 

また、近畿圏の大学等における民間企業との共同研究実績は、令和元年度には

6,084 件となり、増加傾向にある（図表 2-1-8）。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 ナレッジ・リンク：関西文化学術研究都市、筑波研究学園都市等の知の創発拠点をつなぎ、人・モノ・情報の高密度な連携

を促進すること 
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図表 2-1-4 
近畿圏の貿易額とアジアに対する貿

易額のシェア 図表 2-1-5 
近畿圏の海上出入貨物量の推

移 

注：ここでいう近畿圏は、大阪、京都、兵庫、滋賀、奈良、和
歌山の２府４県 

資料：「貿易統計」（大阪税関）を基に国土交通省都市局作成 

資料：「港湾調査（年報）」（国土交通省）を基に国土

交通省都市局作成 
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注：（カッコ）は対前年度増減数を表す。 
資料：「大学等における産学連携等実施状況について」（文部科学省）を基に国土交通省都市局作成 
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図表 2-1-8 近畿圏に本部を置く大学等における民間企業との共同研究実績 

図表 2-1-7 
関西文化学術研究都市における

文化学術研究施設の立地状況 

注１：関西文化学術研究都市とは、関西文化学術研究都市

建設促進法（昭和 62 年法律第 72 号）に基づき、我
が国及び世界の文化等の発展並びに国民経済の発
達に資することを目的として、京都・大阪・奈良の

3 府県にまたがる京阪奈丘陵において建設されてい
る広域都市である。 

注２：文化学術研究施設とは、文化の発展、学術の振興、

研究開発を目的とする施設である。 
資料：国土交通省都市局作成 

 

注１：本統計における圏域は以下のとおり。 
首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、山梨県（１都７県） 

近畿圏：福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県（２府５県） 

中部圏：長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

    （５県） 
注２：調査対象は、製造業、電気業、ガス業、熱供給業に係

る分野の研究所を建設する目的をもって、1,000 ㎡以

上 の用地（埋立予定地も含む）取得（借地含む）さ
れたもの。 

資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）を基に国土交通省

都市局作成 

図表 2-1-6 研究所の累計立地件数 
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（産業に関する状況） 

近畿圏における令和２年の一年間における工場の新規立地件数は 151 件であり、

ものづくりの産業基盤の集積が進んでいる（図表 2-1-9）。 

新たな成長エンジンとなることが期待される健康・医療産業の状況を見ると、近

畿圏の医薬品生産額は全国で約２割のシェアを占め、底堅く推移しており、医療機

器生産額は平成 27 年以降、2,000 億円超で推移している（図表 2-1-10）。 

また、近畿圏では有雇用事業所の開業率は、近年４～６％で推移し、大学発のベ

ンチャー企業数は増加傾向にある（H28 年度 397 社→R2 年度 592 社）など、成長

エンジンとなる企業が創出されている（図表 2-1-11、図表 2-1-12）。 

さらに、近畿圏の都心部における環境改善や、郊外部における均衡ある発展を目

的として、工場等を都心部から郊外に移転する取組も進められている。所有期間が

10 年を超える建物等の既成市街地等の内から外への買換えの場合等の課税の特例

措置等の大都市圏制度を運用すること等により、大阪府では平成 18 年から令和２

年までに 136 件の工場が転出超過となっている（図表 2-1-13）。これらにより、近

郊整備区域を有する４府県（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）における公害苦情

件数は平成 18 年度と比較して減少している（図表 2-1-14）。なお、令和２年度は、

新型感染症の感染拡大に伴う影響などにより、前年比で公害苦情件数が若干増加し

ている。都市環境の一層の改善が求められている中、工場移転等による都市部の環

境改善や郊外部の産業立地等の取組をより一層進めていく必要がある。 

 

 

  
注：電気業、ガス業、熱供給業のための事業場を除く。 
資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）を基に国土交通省都市局作成 
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図表 2-1-9 工場の新規立地件数 
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図表 2-1-10 医薬品生産額及び医療機器生産額の推移 

資料：「薬事工業生産動態統計調査」（厚生労働省）を基に国土交通省都市局作成 

図表 2-1-11 
有雇用事業所における開業率の

推移 図表 2-1-12 
近畿圏の大学発ベンチャーの地

域別企業数の推移 

注：開業率＝当該年度に雇用関係が新規に成立した事業
所数/前年度末の適用事業所数×100 

資料：「雇用保険事業年報」（厚生労働省）を基に国土
交通省都市局作成 

資料：経済産業省ウェブサイト資料「令和２年度産業技

術調査事業（大学発ベンチャー実態調査）報告書」

（株式会社価値総合研究所）を基に国土交通省都

市局作成 

図表 2-1-13 
工場の転出入状況（15年間：平
成 18年～令和２年の累計） 

図表 2-1-14 
近郊整備区域を有する４府県にお

ける公害苦情件数 

資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）を基に国土

交通省都市局作成 
注 ：４府県は近畿圏整備法に基づく近郊整備区域を有

する京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 
資料：「公害苦情調査」（総務省）を基に国土交通省都

市局作成 
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（国際交流の状況） 

近年、関西国際空港における外国人入国者数は、全国の空港の約４分の１を占

め、令和元年は838万人となり、過去最高を更新したが、令和２年は新型感染症等

の影響で101万人まで大幅に減少した（図表2-1-15）。また、日本人出国者数につ

いても令和２年は減少する一方で、出国者の占める割合に大きな変化は見られな

かった。 

 

 

 

    
資料：「出入国管理統計」(法務省) を基に国土交通省都市局作成 
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図表 2-1-15 関西国際空港における外国人・日本人出国者数の状況 
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（トピックス） 

◯神戸医療産業都市に新たな研究開発拠点「クリエイティブラボ神戸」が完成 

令和２年 10 月、神戸市は、神戸医療産業都市にスタートアップから大企業まであ

らゆる企業や研究機関のための活動拠点である「クリエイティブラボ神戸（CLIK）」

を開設した。 

施設内には、ライフサイエンス分野のスタートアップが初期投資を抑えて研究開

発を加速するシェアラボ「スタートアップ・クリエイティブラボ」を含め、多様な

ニーズに応える大小の「ウェットラボ※」のほか、利用者の交流によりオープンイノ

ベーションを促進する「イノベーションパーク」が設置されている。 

開設後は９社のスタートアップが CLIK に入居しており（令和３年３月末時点）、

入居スタートアップの神戸医療産業都市におけるリソースの活用により、研究開発

が加速されている。 

令和２年度には、内閣府が進める「世界に伍するスタートアップ・エコシステム

拠点形成戦略」における「グローバル拠点都市」に「大阪・京都・ひょうご神戸コ

ンソーシアム」が選定されており、京阪神地域のスタートアップ支援拠点として本

施設の更なる活躍が期待される。 

 

※物理・化学の実験を装置や薬品を用いて行うことのできる研究施設 

 

 

   
               

  

クリエイティブラボ神戸（外観） スタートアップ・クリエイティブラボ 

資料：神戸市 
 



12 
 

◯大阪国際空港（伊丹空港）ターミナルの大規模リニューアル 

大阪国際空港は、平成 28 年より進めてきた約 50 年ぶりのターミナルのリニュー

アルを行い、令和２年８月にグランドオープンした。リニューアルに当たっては、

ストレスフリーで快適な旅行環境を実現する「FAST TRAVEL」の一環として、ムービ

ングウォークが 14 基に増設されるとともに、令和元年に先行オープンした新保安

検査場のスマートレーンの本格運用が開始された。 

また、新保安検査場では、航空券の読取端末を集中化し、並び時間の短縮化によ

る混雑緩和が図られている。さらに、従来の看板・貼り紙等の表示からデジタルサ

イネージによる案内を導入するなど、見やすさ、分かりやすさを追求している。 

これらのターミナル機能の強化に加え、保安検査場通過後の商業エリアの配置が

見直され、新たにウォークスルー型商業エリアとして整備された。エリア内の回遊

性を高めるため、曲がりくねった通路が採用され、飲食ゾーン中心には食事、仕事、

休憩等にも使用可能なオープンスペースが整備された。 

また、平成 30 年４月に先行オープンした中央エリアに加え、保安検査前のエリア

にも新店舗がオープンし、送迎者や近隣住民など、飛行機に乗らない空港利用者も

楽しめるスペースも充実した。空港での滞在時間を快適に、楽しく過ごし、飛行機

に乗る人だけでなく、地域の人にも日常的に利用される空港を目指して運用を進め

ている。 

 

  

      

 

大規模リニューアル工事の概要 保安検査場の改修 

資料：関西エアポート株式会社資料より都市局作成 
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２．日本の歴史・伝統文化が集積し、世界を魅了し続ける圏域 

 

（目指す姿） 

○長い歴史とそれに培われた伝統文化を有し、多くの個性的な地域と豊かな自然等、

歴史・文化資産や豊富な地域資源を次世代に継承する圏域。 

○各地で創造・継承・蓄積されてきた歴史・文化資産をいかした個性あふれる地域づ

くりにより、世界の人々を惹きつけてやまない圏域。 

○訪れる全ての方々が至るところで、快適に過ごし、その地域の魅力を存分に味わう

ことができる圏域。 

○世界に誇る歴史・文化の資産と豊かな自然環境、さらには現代の地域の魅力を基に

して、国際的な文化交流の中心として、また、日本を訪れる外国人旅行者を惹きつ

けてやまない千客万来の観光圏域。 

   

（歴史・文化資源に関する状況） 

  近畿圏は、文化財等の歴史的資源を数多く有しており、令和３年４月１日時点の

国指定等文化財の件数は 10,795 件で、全国の約 35％を占めている（図表 2-2-1）。 

  また、文化庁では、地域に点在する遺産を面として発信することを目的として、

地域の歴史的魅力や特色を通じて我が国の文化・伝統を語るストーリーを「日本遺

産」として認定する取組が進められており、近畿圏からは令和２年度に「海を越え

た鉄道～世界へつながる 鉄路のキセキ～」など６件が追加され、令和３年３月末

までに計 32 件が登録されている（全国では 104 件登録）（図表 2-2-2）。 

 

 

 
注：各年４月１日時点 
資料：「文化財指定等の件数」（文化庁）を基に国土交通省都市局作成 
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図表 2-2-1 国指定等文化財の件数 
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注：令和３年３月末時点 

資料：文化庁ウェブサイトを基に国土交通省都市局作成 

 

  

認定日 都道府県 ストーリーのタイトル

福井県 海と都をつなぐ若狭の往来文化遺産群　～御食国（みけつくに）若狭と鯖街道～

三重県 祈る皇女斎王のみやこ　斎宮

滋賀県 琵琶湖とその水辺景観－祈りと暮らしの水遺産

京都府 日本茶800年の歴史散歩

兵庫県 丹波篠山　デカンショ節　-民謡に乗せて歌い継ぐふるさとの記憶

奈良県 「日本国創成のとき―飛鳥を翔（かけ）た女性たち―」

兵庫県 『古事記』の冒頭を飾る「国生みの島・淡路」～古代国家を支えた海人の営み～

奈良県 森に育まれ，森を育んだ人々の暮らしとこころ～美林連なる造林発祥の地“吉野”～

和歌山県 鯨とともに生きる

広島県・神奈川県・
長崎県・京都府

鎮守府　横須賀・呉・佐世保・舞鶴～日本近代化の躍動を体感できるまち～

平成29年4月28日

北海道・青森県・秋
田県・山形県・新潟
県・富山県・石川
県・福井県・京都
府・大阪府・兵庫
県・鳥取県・島根
県・岡山県・広島県

荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間　～北前船寄港地・船主集落～

平成29年４月28日 滋賀県・三重県 忍びの里　伊賀・甲賀─リアル忍者を求めて─

平成29年4月28日 京都府 300年を紡ぐ絹が織り成す丹後ちりめん回廊

平成29年4月28日 大阪府・奈良県 1400年に渡る悠久の歴史を伝える「最古の国道」～竹内街道・横大路（大道）～

平成29年4月28日 兵庫県 播但貫く，銀の馬車道　鉱石の道～資源大国日本の記憶をたどる73kmの轍～

平成29年4月28日 和歌山県 絶景の宝庫　和歌の浦

平成29年4月28日 和歌山県 「最初の一滴」醤油醸造の発祥の地　紀州湯浅

平成29年4月28日
岡山県・福井県・愛
知県・滋賀県・兵庫
県

きっと恋する六古窯　─日本生まれ日本育ちのやきもの産地─

平成30年5月24日 和歌山県 「百世の安堵」　〜津波と復興の記憶が生きる広川の防災遺産〜

令和元年5月20日 福井県 400年の歴史の扉を開ける旅～石から読み解く中世・近世のまちづくり　越前・福井～

令和元年5月20日 三重県 海女(Ama）に出逢えるまち 鳥羽・志摩～素潜り漁に生きる女性たち

令和元年5月20日

滋賀県、岐阜県、京
都府、大阪府、兵庫
県、奈良県、和歌山
県

1300年つづく日本の終活の旅
～西国三十三所観音巡礼～

令和元年5月20日 大阪府 旅引付と二枚の絵図が伝えるまち—中世日根荘の風景ー

令和元年5月20日 大阪府 中世に出逢えるまち〜千年にわたり護られてきた中世文化遺産の宝庫〜

令和元年5月20日 兵庫県 「日本第一」の塩を産したまち 播州赤穂

令和元年5月20日 鳥取県、兵庫県 日本海の風が生んだ絶景と秘境ー幸せを呼ぶ霊獣・麒麟が舞う大地「因幡・但馬」

令和２年6月19日 福井県、滋賀県 海を越えた鉄道～世界へつながる　鉄路のキセキ～

令和２年6月19日 京都府、滋賀県 京都と大津を繋ぐ希望の水路　琵琶湖疏水～舟に乗り、歩いて触れる明治のひととき～

令和２年6月19日
大阪府、奈良県、和
歌山県

女性とともに今に息づく女人高野～時を超え、時に合わせて見守り続ける癒しの聖地～

令和２年6月19日 兵庫県 「伊丹諸白」と「灘の生一本」下り酒が生んだ銘醸地、伊丹と灘五郷

令和２年6月19日 奈良県、大阪府 もう、すべらせない！！～龍田古道の心臓部「亀の瀬」を越えてゆけ～

令和２年6月19日
和歌山県、大阪府、
奈良県

「葛城修験」－里人とともに守り伝える修験道はじまりの地－

平成27年4月24日

平成28年4月25日

図表 2-2-2 近畿圏における日本遺産の認定状況 
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（広域・国際的な観光・交流に関する状況） 

近畿圏では、「関西広域観光戦略」を踏まえ官民一体によるインバウンドの取込み

が進められてきたが、新型感染症等の影響から、近年増加傾向を見せていた国内の

延べ宿泊者数は、令和２年度に大きく減少した。特に、外国人宿泊者数は令和元年

の２割以下の 366 万人まで減少した（図表 2-2-3）。観光業が新型感染症等の影響を

受ける一方で、近畿圏における消費免税店の数は、令和３年４月１日時点で 11,119

店舗となり、引き続き、訪日外国人旅行者に対するおもてなしの体制が確保されて

いる（図表 2-2-4）。 

ＭＩＣＥ2の振興は、ブランドイメージや格の向上、地域間交流の活発化、高い経

済波及効果等、多面的に都市に活力を与えることから、近畿圏でもＭＩＣＥの受入

環境の整備が図られている。京都市、神戸市を中心に国際会議の開催誘致活動が積

極的に進められており、令和２年は新型感染症が大きく影響し、82 件まで減少した

が、平成 29 年から引き続き首都圏の件数を上回り、三大都市圏で最も開催件数が

多くなっている（図表 2-2-5）。 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

             
2 ＭＩＣＥ：Meeting（会議・研究・セミナー）、Incentive tour（報奨・招待旅行）、Convention 又は Conference（大学・

学会・国際会議）、Exhibition（展示会）の頭文字をとった造語で、企業などの会議やセミナー、報償・研究旅行、国際会

議や総会・学会、展示会・見本市・イベントなど、ビジネスとかかわりがあり多数の人の移動を伴う観光、旅行の観点から

着目した行事の総称 
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図表 2-2-3 国内における延べ宿泊者数と近畿圏の出発国別外国人延べ宿泊者数の推移 

注：調査対象は従業員数 10 人以上の宿泊施設 
資料：「宿泊旅行統計調査」（観光庁）を基に国土交通省都市局作成 



16 
 

 

   
  

    

7,618
8,521

9,232
10,212 11,143 11,119

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H28 H29 H30 H31 R2 R3

（店舗数）

（年）

福井県 三重県 滋賀県

京都府 大阪府 兵庫県

奈良県 和歌山県

図表 2-2-4 近畿圏の消費免税店舗の推移 図表 2-2-5 国際会議の件数の状況 

注：各年 4月 1日時点 
資料：観光庁ウェブサイト資料を基に国土交通省都市局

作成 

 

資料：「国際会議統計」（日本政府観光局）を基に国土交

通省都市局作成 
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（トピックス） 

◯南紀白浜における「IoT おもてなしサービス実証」 

日本電気株式会社と株式会社南紀白浜エアポートは、空港運営の民間委託を契機

として、「地域活性化」をテーマに、平成 31 年１月から南紀白浜地域において、顔

認証を活用した「IoT おもてなしサービス実証」を行っている。事前に顔画像やク

レジットカード情報を登録することで、空港、ホテル、テーマパークなどのさまざ

まな場所で、ウェルカムサービス、手ぶら決済、キーレスドア解錠などの顔認証を

活用したサービスを受けることができる。 

令和２年９月からは、日本航空株式会社が参画し、空港ターミナル内でデジタル

サイネージを活用し、笑顔測定を活用した写真撮影サービスや、手荷物の返却予定

時刻を案内するサービスの実証が開始された。 

また、令和３年３月より、南紀白浜空港、アドベンチャーワールド、ホテルシー

モアの３施設に設置されたデジタルサイネージと、本実証で構築した「南紀白浜 IoT

おもてなしマップ」で施設内の混雑状況をスマホなどからも確認できる実証サービ

スが開始されており、その後も観光協会と連携した電子クーポンや、利用者への情

報配信サービスなど、周遊性の向上に向けた実証も行っている。 

実証を通じて旅行者の旅行満足度向上や、進出企業や地元企業との新たなコラボ

レーション創出にもつながっており、今後も南紀白浜エリアでの持続可能な観光地

域づくりを目指し、快適で利便性の高いサービスの提供等を検討している。 

 

 

 
 

 

  

IoT おもてなしサービス実証の概要 

資料：日本電気株式会社 
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◯国宝薬師寺東塔の全面解体修理が完了 

1300 年の歴史を持つ薬師寺は、平成 21 年７月より、創建当初から唯一現存する

国宝「東塔」の史上初となる全面解体修理事業に着手し、令和３年３月に竣工した。

着手前には、軒の垂下や相輪の傾斜、経年変化による構造部材の劣化等が指摘され

ており、構造解析モデルの構築等により修理方法が検討され、基壇を含めた本格的

な解体修理工事が必要となった。 

本工事では、建物が一度全て解体され、破損部材の取替または修繕を行い、補強

材を加えた上で、組み立て直された。解体にあたっては、各部材に番付札が取付け

られ、工程ごとに写真撮影・実測調査・破損調査が行われるなど、各部材の情報が

詳細に記録された。解体時の調査により、破損箇所だけでなく、創建以後の修理及

び改変過程が概ね明らかになり、学術的にも重要な情報が得られた。 

解体修理によりよみがえった東塔は、拝観希望の声に応え、12 年ぶりに令和３年

３月１日から令和４年１月 16 日までの間、期間限定で一般公開されている。今後も

平城京最古級の建造物として、歴史・伝統文化を後世に伝えていくことが期待され

る。 

 

  

  

  
 

 

  

国宝「東塔」（外観） 解体修理の状況 

資料：奈良県 
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３．快適で豊かな生き生きと暮らせる圏域 

 

（目指す姿） 

○京阪神都市圏においても、地方都市においても、個性豊かな都市がそれぞれネット

ワークで結ばれ、多核的な構造を形成する圏域。 

○本格的な人口減少社会の到来に対応して、各都市に応じた「コンパクト」化と「ネ

ットワーク」づくりを進め、活力と個性あふれ、安心して子どもを産み育てること

ができる圏域。 

○都市圏と自然豊かな農山漁村との近接性をいかし、「二地域居住」や「二地域生活・

就労」等の多様な生活様式が選択できる圏域。 

○地域の伝統文化をいかし、地方都市や「小さな拠点」が連携して、地域の雇用・暮

らしが創出され、持続的に生き生きとした生活を営むことができる圏域。 

○どこに住んでも、教育、医療、福祉等の基本的な生活サービスを享受でき、安全・

安心して暮らせ、若い世代や女性、高齢者などの共存・共助により、誰もが社会に

参画して活躍できる圏域。 

 

（都市構造に関する状況） 

京阪神都市圏は、職住が比較的近接した多核的な都市構造を有しており、誰もが

快適に暮らしやすい都市居住の環境整備が進められている。例えば、鉄道混雑率に

ついては、効率的な鉄軌道網の形成等により、主要区間における通勤・通学等のピ

ーク時の混雑率が三大都市圏の中で最も低く、令和２年度には、新型感染症等の影

響により大幅に低下した。また、鉄道駅のバリアフリー整備において、平均利用者

数の多い駅の段差解消率が全国平均を上回っている（図表2-3-1）。都市環境の改善

や市民の憩いの場の形成に寄与する都市公園の整備状況を見ると、近畿圏の各府県

における一人当たりの都市公園の整備面積は、平成21年度の8.3㎡/人から令和元年

度の 9.2㎡/人に増加している（図表2-3-2）。 

大都市近郊の都市においては、鉄道駅周辺の中心部等に都市機能や居住機能を誘

導し、各地域の拠点を再構築するまちづくり施策とともに、公共交通を中心とした

接続可能な都市交通ネットワークの強化を図る「コンパクト・プラス・ネットワー

ク」が推進されている。立地適正化計画について具体的な取組を行っている市町村

の割合は、福井県や滋賀県で特に高くなっている（図表2-3-3）。 

道路利用者に安全で快適な道路交通環境を提供する道の駅は、中山間地域等のコ

ミュニティ機能の維持が困難な地域での、生活サービス、観光等の「小さな拠点」

の核としての活用も期待されており、近畿圏では登録件数が着実に増加している

（H28年度末 159駅→R2年度末 169駅）（図表2-3-4）。 
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資料：「都市公園データベース」（国土交通省）を基に国土交通省都市局作成 
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図表 2-3-2 近畿圏の一人当たり都市公園面積 

注：東京圏、大阪圏、名古屋圏はそれぞれJR東京駅、

JR大阪駅、JR名古屋駅から周囲50km圏内 

資料：「都市鉄道の混雑率調査」（国土交通省）を基

に国土交通省都市局作成 

 

注：バリアフリー法に基づく公共交通移動等円滑化基準

第４条に適合している設備により、段差が解消され
ている駅の割合 

資料：「令和２年度末都道府県別の段差解消への対応状

況について」（国土交通省）を基に国土交通省都市
局作成 

図表 2-3-1 鉄道混雑率とバリアフリーの状況 
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資料：「立地適正化計画作成の取組状況」、「都市
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通省都市局作成 

 

資料：「「道の駅」一覧」（国土交通省）を基に国土交
通省都市局作成 

図表 2-3-4 
近畿圏の道の駅の登録件数の

推移 図表 2-3-3 
近畿圏の立地適正化計画の策定

状況等 
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（教育・医療・福祉に関する状況） 

 圏域別の大学進学率を見ると、近畿圏は約６割を維持しており、首都圏と同様に

進学率が高くなっている。また、近畿圏出身者の圏内の大学に進学する割合は 75％

以上を占めており、圏域の優秀な学生、研究者等が集う環境整備が図られている（図

表 2-3-5）。 

近畿圏における医療環境については、施設の整備を通じて医療提供体制の確保が

進められており、令和２年度の人口 10 万人当たりの病院病床数は、福井県、京都

府、和歌山県では全国に比べて特に高い水準となっている（図表 2-3-6）。 

育児環境については、保育の受け皿となる保育所等の整備が進んでおり、令和３

年４月１日時点の待機児童数は前年から大きく減少し、1,329 人となった（図表 2-

3-7）。 

 

   

 
  
  

 
資料：「学校基本調査」（文部科学省）を基に国土交通省都市局作成 

  

58.7 58.4 57.7 58.2 
59.0 59.3 59.1 58.8 58.9 

60.7 

50

55

60

65

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（%）

（年度）

圏域別大学進学率の推移

近畿圏 首都圏 中部圏

99 98 100 99 102 103 105 104 104 105 

31 32 31 31 30 32 32 32 33 34 

75.9 75.6 76.0 76.4
77.0 76.9 76.6 76.5 76.0 75.6

70

72

74

76

78

80

0

50

100

150

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（％）

（年度）

(千人) 近畿圏にある大学への入学者数と近畿圏出身者シェア

近畿圏以外出身の入学者数

近畿圏出身の入学者数

近畿圏入学者総数に対する近畿圏出身者シェア（右目盛）

図表 2-3-5 圏域別大学進学率と近畿圏にある大学への入学者数の状況 
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注：令和２年 10 月１日現在 

資料：「令和２年医療施設（動態）調査」（厚生労働省）を基に国土交通省都市局作成 
 

 

 
 

  
 
注：各年４月１日時点 

資料：「保育所等関連状況取りまとめ」（厚生労働省）を基に国土交通省都市局作成 
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図表 2-3-6 人口１０万人当たりの病院病床数 
 

図表 2-3-7 育児環境の状況 
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（トピックス） 

◯加古川市スマートシティプロジェクト 

兵庫県加古川市は、「誰もが豊かさを享受でき、幸せを実感できるまち加古川」の

実現を目指し、「加古川市スマートシティ構想（以下、「構想」という。）」を令和３

年３月に策定した。 

市は、平成 29 年度から ICT を活用したまちづくりを進めており、小学校の通学

路や公園周辺等を中心に「見守りカメラ」を約 1,500 台設置し、子供や高齢者等の

居場所を市の「かこがわアプリ」（令和３年３月末現在で約 1.7 万ダウンロード）や

「見守りタグ検知アプリ」で確認できるようにするなど、見守り強化を図ってきた。

構想では今後、実装されたサービスの近隣自治体との連携や、位置情報の検知率向

上に取り組むこととしている。 

また、市は幼児教育・保育の無償化などにより保育ニーズが高まる中、保育士の

時間外労働を減らすため、保育環境での ICT の活用にも取り組んできた。具体的に

は、令和元年度には市内のこども園で、自治体に報告する監査書類や保育に関する

記録書類の簡素化・ペーパーレス化、アプリによる子供の体温や睡眠情報等の自動

記録などの実証が行われ、実証では約 50％の書類削減効果が確認されている。また、

令和２年度には環境センサーを活用した市内こども園の省エネルギー・室内環境改

善効果の検証も行われている。 

構想では、これらのサービスの試行・実装に加え、ICT を活用し、賑わい創出や

サービスの開発を行うとされており、市は様々なフェーズでスマートシティの施策

を進めている。 

 

 

  
 

 

  

見守りサービスの概要 保育環境での ICT を活用した実証の概要 

資料：加古川市 
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◯道の駅「越前おおの 荒島の郷」がオープン 

福井県大野市は、平成 24 年２月に市全体で「休憩機能」、「情報発信機能」及び

「地域の連携機能」を提供し、市内での回遊を促す「越前おおのまるごと道の駅ビ

ジョン」を策定した。令和元年 10 月には、本ビジョンの中心的な役割を持つ道の駅

「越前おおの 荒島の郷」の整備を開始し、令和３年３月に国土交通省より認定を受

け、同年４月に開業した。 

施設内には、「RV パーク」が 15 区画併設されており（10 箇所で AC電源利用可能）、

日本百名山の「荒島岳」や星空を眺めながら、キャンピングカーなどを利用した宿

泊ができる。また、「カヌー体験池」や本格的なクライミングが体験できる高さ８m

の「クライミングピナクル」が整備されるとともに、株式会社モンベルと連携し、

登山ツアーやサイクリング環境が提供されるなど、アウトドアスポーツやレジャー

の拠点となっている。そのほかにも「荒島マルシェ（地場産品直売所）」や「九頭竜

川淡水魚ミニ水族館」、観光案内所などが整備され、市の魅力を発信している。さら

に、本施設は回遊促進だけでなく、非常用電源や備蓄倉庫、駐車場スペースなどの

活用により、南海トラフ巨大地震発生時に近畿圏や中部圏、首都圏の後方支援機能

を担うことができ、「防災道の駅」としても機能する。 

令和８年春には中部縦貫自動車道が県内全線で開通予定であり、道の駅を拠点に

市内への訪問者が増加し、地域経済の更なる活性化が期待される。 

 

         

  

           
 

 

 

 「越前おおの 荒島の郷」外観と RV パーク カヌー体験池とクライミングピナクル 

資料：大野市 
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４．暮らし・産業を守る災害に強い安全・安心圏域 

 

（目指す姿） 

○南海トラフ巨大地震や局地化、集中化、激甚化が進む降雨を始めとした自然の猛威

から人々の生命・財産を守り、圏域の壊滅的な被害を防ぐため、必要とされる防災

施設の整備に積極的に取り組むとともに、国、地方公共団体、経済団体、民間事業

者、大学・研究機関、ＮＰＯ、住民等が連携協力して、防災活動を行うことができ

る総合的な防災力の高い圏域。 

○確実に進行し地域社会の安全を脅かすことになる社会資本の老朽化への対策等が

着実に実施され、安全・安心な生活や経済社会活動が営める圏域。 

○首都圏の非常時には、首都圏の有する諸機能のバックアップを担う圏域。 

 

（防災に関する状況） 

  近畿圏では、南海トラフ巨大地震や激甚化する自然の脅威から人々の生命・財産

を守るためにハード・ソフト両面から対策が進められている。 

近畿圏の災害時に防災拠点となる公共施設等の耐震化率は、上昇傾向にある（図

表 2-4-1）。 

また、多発する水害に対して、円滑かつ迅速な避難等により被害を軽減するため、

想定最大規模降雨に対応したハザードマップの整備が進められており、近畿圏では

三重県と兵庫県において全国平均を上回っている（図表 2-4-2）。 

府県と民間機関等との災害時における応援協定の締結状況は、平成 28 年度と比

較すると圏域で増加しており（H28 年 1,294 件→R2 年 1,655 件）、和歌山県で最も

増加幅が大きい（H28 年 153 件→R2 年 237 件）（図表 2-4-3）。 

地域住民による任意の組織である自主防災組織の活動カバー率は、近畿圏で

92.3％であり、全国の 84.3％を上回っている（図表 2-4-4）。 
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図表 2-4-1 
災害時に防災拠点になる公共施設等

の耐震化の状況 図表 2-4-2 
想定最大規模降雨に対応した

ハザードマップの整備率 

注：平成27～31年は３月31日時点、令和２年は10月１日時点 

資料：「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査結
果」（消防庁）を基に国土交通省都市局作成 

注：令和２年度末時点 

資料：「想定最大規模降雨に対応したハザード
マップ作成状況（都道府県別）」（国土
交通省）を基に国土交通省都市局作成 

図表 2-4-3 
府県と民間機関等との災害時に

おける応援協定の締結状況 図表 2-4-4 
近畿圏の自主防災組織の活動

カバー率 

注：各年４月１日時点 

資料：「地方防災行政の現況」（消防庁）を基に国土交通
省都市局作成 

 

注１：令和２年４月１日時点 

注２：活動カバー率とは、各府県の全世帯数に対する自
主防災組織の活動範囲に含まれる地域の世帯数の
割合 

資料：「令和２年版消防白書」（消防庁）を基に国土交通
省都市局作成 
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（インフラ老朽化対策に関する状況） 

我が国の社会資本ストックは、高度経済成長期に集中的に整備され、建設後既に

30～50 年の期間を経過しているものが多く、今後老朽化したストックの割合が急速

に高まることから、戦略的な維持管理・更新を進めていく必要がある。地方公共団

体が平成 28～令和２年度に実施した橋梁点検では、健全と判断されたものの割合が、

近畿圏の半数の府県で全国平均より高くなっている。また、点検結果を踏まえた修

繕等措置の着手率は京都府、大阪府を除く６県で全国平均より高くなっている（図

表 2-4-5）。 

 

 
 

○点検結果                ○区分Ⅲ・Ⅳの修繕等措置状況 

                      （令和２年度末時点） 

 

 
 

資料：「令和２年度道路メンテナンス年報」（国土交通省） 
 

（中枢機能に関する状況） 

近畿圏は、都市機能、人材、情報等が集積され、我が国の成長エンジンとなる圏域

を目指しており、近畿圏に本社所在地がある上場企業数は、令和３年３月時点で 664

社あり、全国の約 17％を占めるなど、首都圏の非常災害時にはバックアップとしての

役割も期待される（図表 2-4-6）。 
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図表 2-4-5 橋梁点検結果及び修繕等措置の状況（平成 28～令和２年度：地方公共団体等管理分） 

注１：令和３年３月時点 
注２：(カッコ)は各圏域の全国シェアを表す。 
注３：『会社四季報』の本社住所は本社機能を有する

「実質的な本社所在地」で調査しており、登記
簿上の本社所在地とは異なることがある。 

資料：「会社四季報」（東洋経済新報社）を基に国土交通

省都市局作成 

図表 2-4-6 上場企業の本社所在地別企業数 
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（トピックス） 

◯田辺市津波避難タワーの竣工 

令和３年３月、田辺市は、文里地区と会津川左岸地区に、緊急時の一時避難場所

として津波避難タワーを建設した。本施設は、平成 26 年 10 月に和歌山県が公表し

た南海トラフ巨大地震の津波想定に対応するため、「田辺市津波避難困難地域解消

計画（平成 28 年７月に策定）」に基づき整備された。 

各施設には約 280 人が避難可能で、震度５弱以上の揺れを感知すると防災ボック

ス（施設出入口の鍵入り）が開き、鍵を取り出し解錠することで、施設内に入るこ

とができる。また、太陽光発電及び蓄電設備により、停電が発生した際も、センサ

ー式避難誘導灯や室内照明に電力が供給され、電源コンセントも利用可能となって

いる（スマートフォン５台同時で約 20 時間継続利用可能）。そのほか、建物内には

ベンチや簡易トイレスペース、備蓄倉庫（食料、飲料水、毛布、トイレ等を備蓄）

があり、スロープが設置されるなど、様々な状況を想定した施設として設備が整え

られている。 

市は、津波浸水想定地区の住民が迅速に避難できるよう、平成 30 年度から令和３

年度までの４か年計画で、地区別の避難場所や避難経路などを分かりやすくまとめ

た津波避難計画及び津波避難マップの作成を進めており、ハード面だけでなく、ソ

フト面での対策も充実させていく。 

 

   

 
 
  

文里地区津波避難タワー（基準水位 8.1ｍ） 津波避難タワー内の設備 

資料：田辺市 
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◯淀川水系流域治水プロジェクトの策定 

令和３年３月 30 日、全国の一級水系等を対象に、あらゆる関係者と連携し流域全

体で治水を行う「流域治水プロジェクト」が策定、・公表された（近畿圏の一級水系

では 10 水系）。このうち淀川水系流域では、下流部にゼロメートル地帯が広がり、

上流には狭窄部が存在することから、戦後最大規模と同規模の洪水に備え、５つの

区域に分けてプロジェクトを整理した。 

大阪府域では、淀川の支川である安威川流域の洪水を防ぐため、総貯水容量 1,800

万ｍ3の安威川ダムの建設が進められている（令和４年完成予定）。安威川ダムは市

街地から近く、自然環境も豊かであることから、観光・レクリエーション拠点とし

ての活用を目指し、ダム湖の周辺整備もあわせて行われている。 

ハード対策に加えて、ソフト面では、洪水時に約７割の地域で浸水が見込まれる

摂津市において、独自の分散避難手法「S･O･S 避難メソッド」が提案されている（令

和２年６月より運用開始）。本メソッドでは、従来の指定避難場所に加え、十分な収

容面積を確保するため、民間の事業所を利用することとしている（市は令和３年 11

月時点で６社と協定締結）。令和２年９、11 月には、本メソッドに沿った避難訓練

が実施され、新型感染症リスクも考慮し、感染者の動線分離やパーティションによ

る密の回避を意識しながら取り組まれた。 

このほか、本プロジェクトでは、各エリアにおいて地域の特徴を踏まえた対策が

進められており、流域での更なる防災機能の強化が期待される。 

 

  

   

 
 
  

 安威川ダム完成イメージ  避難所設営訓練の様子 

資料：茨木市 

 

資料：近畿地方整備局、大阪府 
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５．人と自然が共生する持続可能な世界的環境先進圏域 

 

（目指す姿） 

○豊かな自然環境の保全・再生、景観を含む都市環境の改善・保全、地球温暖化防止

等の環境対策に圏域全体で取り組む環境先進圏域として、世界に貢献する圏域。 

○健全な水循環の維持又は回復、水文化の継承、多様な生態系の保全・再生に向け、

流域を一体的にとらえて環境再生等に取り組む圏域。 

○地域特性や循環資源の性質等に応じて最適な規模の循環を形成し、循環型社会を実

現する圏域。 

 

（自然環境等の状況） 

 近畿圏では、豊かな自然環境の保全・再生が進められており、各府県における自

然公園の面積は、伊勢志摩国立公園や吉野熊野国立公園のある三重県や山陰海岸国

立公園のある兵庫県、琵琶湖国定公園のある滋賀県で大きくなっている（図表 2-5-

1）。 

 近畿圏における地球温暖化対策について、地域住民や事業者の取組を定める地方

公共団体実行計画（区域施策編）の策定が進められており、令和２年度末時点の策

定率は京都府が 70％と非常に高くなっている（図表 2-5-2）。 

  また、再生可能エネルギーの導入が拡大しており、近畿圏の固定価格買取制度に

おける再生可能エネルギー発電設備の導入量は、令和３年３月末時点で 9,861 千 kW

に達し、また、全国に占める近畿圏のシェアは 14％となっている。（図表 2-5-3）。 
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注：導入量は新規導入分と移行認定分の合計値 
資料：「固定価格買取制度情報公表用ウェブサイト」（資源エネルギー庁）を基に国土交通省都市局作成 
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図表 2-5-1 近畿圏の府県別自然公園の面積 図表 2-5-2 

近畿圏の府県別地球温暖化対

策実行計画（区域施策編）の

策定状況 

注：令和３年３月末時点 

資料：環境省ウェブサイト資料を基に国土交通省都市

局作成 

 

注：令和３年３月末時点 

資料：環境省ウェブサイト資料を基に国土交通省都市
局作成 

 

図表 2-5-3 近畿圏の再生可能エネルギー発電設備の導入量 
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（琵琶湖の保全・再生に関する状況） 

近畿圏の約 1,450 万人の水利用を支える琵琶湖では、北湖・南湖のＣＯＤ（化学

的酸素要求量）3は、横ばい傾向であり、環境基準（１mg/L）は未達成である（図表

2-5-4）。また、アオコ 4 が依然として発生していることに加え、水草の大量繁茂や

在来魚介類の減少など生態系の課題が顕在化していることから、引き続き琵琶湖の

保全・再生に取り組んでいく必要がある。 

 

 

  
資料：「滋賀県環境白書」、「滋賀県環境審議会水・土壌・大気部会資料」（滋賀県）より国土交通省都市局作成 

 

（循環型社会の形成に関する状況） 

近畿圏では、関西広域連合の構成府県市による統一の取組として廃棄物の発生抑

制に関する啓発を行うなど、循環型社会の形成に向けた取組が進められている。一

日一人当たりのごみの排出量は平成 28 年度以降横ばい傾向であり、リサイクル率

は概ね 15～16％で推移している。（図表 2-5-5）。 

 

 

 
 

                  

3 COD（化学的酸素要求量）：水中の有機物を酸化剤によって酸化する際に消費された酸化剤の量を酸素に換算した値。湖沼

及び海域の水質汚濁指標の１つ。数値が低い程、水質が良好であることを示す。 
4 アオコ：水中の植物プランクトンが大量に発生し、湖面等が緑色の粉をまいたようになる現象。 
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図表 2-5-4 琵琶湖の水質（COD）の状況 

図表 2-5-5 一日一人当たりのごみの排出量とリサイクル率 

資料：「一般廃棄物処理実態調査結果」（環境省）を基に国土交通省都市局作成 
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（トピックス） 

◯ＳＤＧｓ未来都市に向けた湖南市の「シュタットベルケ構想」 

滋賀県湖南市は、令和２年７月、「さりげない支えあいのまちづくり、こなんＳＤ

Ｇｓ未来都市の実現【シュタットベルケ構想】」を提案し、「ＳＤＧｓ未来都市」に

選定された。シュタットベルケとは、ドイツで運用された電気・ガス・上下水道な

どの公共サービスを一体的に担う公社のことであり、電力事業等による利益を元に、

様々な公的サービスを提供し、地域課題の解決を図ることを目的としている。 

湖南市版シュタットベルケ構想の実現に当たっては、平成 28 年５月に構想の核

となる自治体地域新電力の「こなんウルトラパワー株式会社」が設立され、「第二次

湖南市地域自然エネルギー地域活性化戦略プラン（令和２年３月策定）」をベースに

施策が展開されている。具体例として、小規模分散型市民共同発電プロジェクトで

は、市民や企業等からの出資により市民共同発電所を設置し（令和２年度末までに

４施設で運用）、自治体地域新電力への売電により利益を出資者へ地域商品券で還

元することで、地域内経済循環を目指している。また、イモエネルギー活用プロジ

ェクトでは、市内の遊休地等（約 50 か所）で障がい者や子どもと連携してサツマイ

モを栽培し、副産物である蔓や葉、規格外品を使ってバイオマス発電の実証を行っ

ており、農業・福祉・エネルギーが一体となった取組を進めている。 

さらに市は、令和２年８月に「ゼロカーボンシティ」宣言を行い、自治体地域新

電力による公共施設における建築設備更新支援等を通じて脱炭素化を進め、カーボ

ンニュートラルの実現にも取り組むこととしている。 

 

  

   
 

 
 
  

湖南市版シュタットベルケ構想 市民共同発電プロジェクトの概要 

資料：湖南市 

※こなんウルトラパワーの設立前後

設立前からのフロー

設立後の追加フロー

一般社団法人
コナン市民共同発電所

プロジェクト

こなんウルトラパワー
株式会社

コナン市民共同
発電所湖南市商工会

信託会社
匿名組合

出資者
（市民・企業等）

運 営

新規設置
地域商品券

発行

連 携

地域商品券融 資

出 資 地域商品券
による配当

湖南市の公共施設
福祉施設

地元企業等

ｽﾊﾟｲﾗﾙｱｯﾌﾟ

地産地消の実感

売 電売電料金

電力供給電気料金

買取上乗せ分
収益の一部

技術ノウハウ

広 報

参号機 十二坊温泉ゆらら発電所 四号機 柑子袋まちづくりセンター発電所 
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◯循環型社会に向けた「新・京都市ごみ半減プラン」の目標達成 

平成 27 年３月、京都市は、京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例を２

Ｒ（「リデュース（発生抑制）」、「リユース（再使用）」）と分別・リサイクルの促進

の２つを柱に「しまつのこころ条例」として改正した。また、条例の内容を具体化

した「新・京都市ごみ半減プラン」を策定し、平成 12 年のピーク時（82 万トン）

から半減以上の 39 万トン（令和２年度）までごみの市受入量を削減する目標を設定

した。 

市はプランの目標達成に向け、ごみの大部分を占める、食品ロス及び紙ごみの削

減に注力し、食品ロス削減については、令和元年度から、賞味期限の３分の２を過

ぎると店舗で販売されない習慣を見直し、食品の販売期限を延長する取組（令和２

年度はスーパーマーケットなどの 67 事業者が参加）を本格実施、また、紙ごみ削減

については、しまつのこころ条例で雑がみの分別を義務化し、周知啓発や指導を徹

底するなど、各種取組を推進している。 

このような取組等の結果、これまでの長年にわたる市民や事業者の協力もあり、

ごみ量は大幅に減少し、令和２年度には 38.5 万トンとなり、「新・京都市ごみ半減

プラン」の目標を達成した。 

また、市は令和３年３月に、２Ｒ及び分別・リサイクルに加え、「リニューアブル」

（化石資源によらない再生可能資源の活用）という 新たな視点を取り入れるなど、

ごみ減量に加え、「資源循環」にも重点を置いた「京（みやこ）・資源めぐるプラン」

を策定した。今後、本計画に基づき、引き続き食品ロス削減で全国をリードしてい

くことや、世界的に問題となっているプラスチックごみの削減については、2030 年

にまでにピーク時（平成 12 年）と比較して、レジ袋使用量の 90％削減やペットボ

トル排出量の半減を目指すなど、ごみ減量及び資源循環を図っていく。 

 

  

  
 

 
 

販売期限延長の取組（店舗での取組の様子） 販売期限延長による食品ロス削減効果のイメージ 

資料：京都市 
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Ⅲ 資 料 編 

 

（近畿圏整備に係る参考図） 
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１．道路の整備 
（１）近畿圏道路図 

 
 

  

令和２年度末時点 

※事業中区間の IC･JCT 名は仮称 
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（２）阪神近郊道路図 

 

 
令和２年度末時点 

※事業中区間の IC･JCT 名は仮称 
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２．鉄道の整備 
（１）新幹線鉄道等 

 

 
令和２年度末時点 
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（２）在来線鉄道等（大阪周辺） 

 

 
令和２年度末時点 
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３．港湾・空港の整備 

 

 令和２年度末時点 
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４．住宅・市街地・都市公園の整備 

 

 

令和２年度末時点 
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５．河川・海岸等の整備 

 

 

新宮川（熊野川）

ダム事業・水路事業

海岸事業

○○海岸

河川事業

○○川（水系）

凡 例

砂防事業

○○（水系・山系）

地すべり対策事業
●

川上ダム

円山川

由良川

北川

九頭竜川

揖保川

加古川 淀川

大和川

紀の川

宮川櫛田川

雲出川

鈴鹿川

木曽川

東播海岸

大戸川ダム

天ヶ瀬ダム再開発

足羽川ダム

六甲山系
木津川水系

亀の瀬地区

九頭竜川水系

福井港海岸

津松阪港海岸

和歌山下津港海岸

紀伊山系

※丹生ダム（滋賀県長浜市）については、平成28年7月、中止の対応方針を決定しているが、
事業の廃止に伴い必要となる工事を実施中。

令和２年度末時点 


